
か み さ か    達  成  

神坂たつあき 
発行：神坂達成 さいたま市緑区三室 89-19 ＴＥＬ048-829-1812 ＦＡＸ048-831-2778 

28Vol.

2014.春号

 車いす使用者の駐車スペースを
もっと使いやすく！ 

２０１４年度予算より、市内公共施設の車いす

使用者の駐車スペースを青色塗装するための予

算が確保されました。 

これは私が２０１３年６月議会の質問で、車いす

使用者の駐車スペースの利便性向上の観点から

青色塗装を提案したことによるものです。 

神坂たつあきのＨＰはこち

ら

http://www.t-kamisaka.net 

スケアード（scared）とは、おびえる・びっくりする等の意味で、スタントマンに

よるリアルな交通事故再現を通して、交通安全意識の向上等を図るとともに、

交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践により、自転車の交通事故の

抑止に資することを目的とした教育プログラムです。 

スケアード・ストレイト教育技法とは

「自転車のまち」、だから安全

対策を大きく推進させました！

２０１１年１２月の一般質問にて、市立小学校全校で

「こども自転車運転免許制度」の導入を提案、結果２０

１３年度から４年生を対象に政令市で初となる「こども

自転車運転免許制度」の全校実施を実現。 

また、２０１３年９月議会では、事故発生率が最も高

い中高生に対し、スケアード・ストレイト技法を用いた安

全教育の必要性を主張。３年間で必ず一度は市立中

高生全員がスケアード・ストレイト技法を受けられるよう

市に提案したところ、2014 年度より２１校での実施が決

まりました。今後 3 年間で市内中高生の全員が自転車

の安全教育を受けることができるようになりました。 

さいたま市議会議員 

市政レポート（緑区） 

 現在、市内６６０カ所の公共施設では、３２５台分

の車いす使用者の駐車スペースがありますが、利

用頻度の高い区役所、公民館、コミュニティ施設

等から順次整備が行われます。ただ、車いす使用

者の駐車スペースは確保されているものの、その

設置基準を満たしていない箇所もあり、早急な改

善に取り組まなければなりません。 

ノーマライゼーション社会を掲げるさいたま市に

おいて、今回は小さな一歩かもしれませんが、不

正利用が後を絶たない現状を思えば、大きな一歩

であると確信しています。 



 

待機児童対策について、２０１５
年度からの「子ども・子育て新制
度」では、認可保育所の利用要
件が大幅に緩和されるが、さら
なる保育時間の延長や夜間保
育の機能拡充が必要なのでは

近い将来、介護者の６割以上が
60 歳以上となり、老々在宅介護
が急速に増加することが予測さ
れる中、介護負担の軽減策が
急務の課題。日進月歩で進む
排せつ支援ロボットなどへの支
援策や利用者のニーズ調査、
実証実験等が必要性なのでは

国においては、現在福祉用具介護ロ

ボット実用化支援事業、これを進め

ておりまして、例えば実証の場の整

備、モニター調査、普及啓発等、この

事業の中にうたわれておりますので、

今後この介護ロボットの制度化に向

けた国の動きを私どもとしても十分見

ていきたいと考えております。 

本市といたしましても、要介護者のこ

れからの在宅生活を支援するために

は、この介護ロボットの活用は非常に

有効であるというふうに認識しており

ます。 

さいたま市の図書貸し出し数は、政令都市
の中で１位。だからこそ・・・。 

わが街の図書貸し出し数が日本一であることは、教育都

市として誇らしい限りです。だからこそ、もっと便利に、もっと

スムーズに、借りた図書を返却したいと思いませんか？ 

例えば横浜市では、田園都市線３駅の構内に返却ポスト

を設置し、通勤・通学、買い物途中でも図書の返却ができる

よう工夫しているのです。好きな街が、もっと好きになれるよ

う、このことについても議会で取り上げていきます。 

質問 質問

答弁 

神坂たつあきの議会質問より 
2 月 
議会 

２月議会では子育て、高齢者、障がい者、自殺者対策などについて質問や提

案を致しました。詳しくはＨＰで公開しています。ぜひご覧ください。 
“神坂”のひとこと 

神坂たつあき市政レポート   ２８ Vol.

答弁 
昨年 10 月から 11 月にかけてゼロ歳

から５歳のお子さんのいるご家庭

3,000 世帯へ無作為抽出によりニー

ズ調査を実施いたしました。現在調

査結果を集計、分析しているところで

ございますが、このニーズ調査結果

により、潜在的な保育ニーズも含め

た保護者の意向を把握したうえで、

保育供給体制を整備するための、仮

称さいたま市子ども・子育て支援事

業計画を策定し、その計画をもとに

保育を必要とする子どもたちが必要

なサービスを受けることができるよう

各種施設及びサービスの整備を進め

てまいりたいと考えております。 


